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	H221202 重点要望表紙.pdf
	H221202 重点要望 本文
	２．ひも付き補助金の一括交付金化
	一括交付金化の目的は、地方の自由裁量を拡大し、実質的な地方の自主財源への転換であることを明確にすること。この観点から、地方の自由裁量の拡大に寄与しない義務的な補助金等は一括交付金の対象としないこと。
	また、一括交付金の総額については、対象となる現行の補助金等の額と同額以上とし、その配分については、基準を明確にするとともに、継続事業や団体間・年度間の変動、財政力の弱い団体に配意するなど、個々の地方自治体の安定的な財政運営に十分配慮すること。
	３．子ども手当財源の全額国費負担
	保育所のようなサービス給付は、地方に委ね、地域の実態に応じ地方自治体が創意工夫を発揮できる制度とする一方、子ども手当のような全国一律の現金給付は、国が担当し全額負担すること。
	１．地域主権改革関連３法案の早期成立
	政策・制度の立案や見直しに当たり、地域の実情を踏まえた地方からの提案等を法律上保障する「国と地方の協議の場に関する法律案」など地域主権改革関連３法案を、速やかに成立させること。
	３．国と地方の役割分担の見直しと都道府県から市への権限移譲
	国と地方の役割分担を見直し、国から地方に事務・権限及び財源を一体的に移譲すること。
	また、「補完性・近接性の原理」に基づき、住民に身近な行政を担う基礎自治体への事務・権限及び財源の移譲を推進することとし、当面、地方分権改革推進委員会の勧告どおり都道府県から市への権限移譲を行うこと。
	４．地方議会の権能強化
	（１）地方議会議員の法的な位置付けを明確にするため、地方議会議員の職責・職務について地方自治法に規定すること。
	（２）議長に議会招集権を付与すること。
	（３）予算修正権の制限を撤廃すること。
	（４）専決処分の要件を厳格化するとともに、決算不認定の場合及び専決処分不承認の場合の措置を明確化すること。
	（５）議長に議会費予算執行権を付与すること。
	（６）閉会中の委員会活動を自由化すること。


